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和歌山県等のサンゴの成長が沿岸災害リスク低下に重要である

と示した研究成果が国際誌に掲載されました 
 

南紀熊野ジオパークセンターを中心とする研究グループは、将来、サンゴが成長して

波を砕くことが、沿岸災害リスク低下に重要であることを明らかとしました。この研究

成果は 2025 年（令和 7 年）12 月 4 日付のサンゴ礁研究の国際誌 Galaxea, Journal of 

Coral Reef Studies （電子版）に掲載されました。 

 

研究成果の詳細は別添資料をご参照ください。 

(連絡先)南紀熊野ジオパークセンター  

担当：本郷 

電話：0735-67-7100 

発表の概要 

1 研究目的 
サンゴは天然の防波堤として沿岸災害リスクの低下に重要であることは知られて

いるものの、和歌山県のようにサンゴ礁が発達していない温帯域のサンゴや、サンゴ
礁が発達している沖縄県と鹿児島県のサンゴが将来において、どの程度波を砕くの
か明らかではありませんでした。そこで、サンゴが波を砕く指標として波高低下率
（＊）に注目し、サンゴの成長等を考慮した波高低下率の将来予測を行いました。 
 
2 主な成果 
・現在の和歌山県のサンゴの波高低下率が 70％以上であり、沖縄県と鹿児島県のサ
ンゴの波高低下率が 80％以上であることを明らかとしました。 

・和歌山県串本町と沖縄県伊計島のサンゴが 2100年まで継続して成長すると、成長
しない場合と比較して波高低下率が増加するため、サンゴの成長が沿岸災害リス
クの低下につながることを明らかとしました。 

・現在及び将来の波高低下率を明らかにした本研究成果により、コンクリート製のイ
ンフラの新規建設の見直し、建設コスト並びに維持コストの抑制、または災害リス
クの具体的な予測につながることが期待されます。 

 
3 研究グループ 
〇南紀熊野ジオパークセンター 主査研究員 本郷宙軌 
（兼）和歌山大学紀伊半島価値共創基幹災害科学・レジリエンス共創センター 客員准教授 

〇国立研究開発法人産業技術総合研究所 
ネイチャーポジティブ技術実装研究センター自然資本診断技術研究チーム  
研究チーム長 井口 亮 

〇東京大学大学院工学系研究科社会基盤学専攻 
上席研究員 木口雅司 

 
4 発表雑誌 
サンゴ礁研究の国際誌 Galaxea, Journal of Coral Reef Studies 

 
（＊）波高低下率 

ある物体の影響により波の高さがどれだけ低下するかを示す指標。本研究では、
外洋の波高と海岸線から 50ｍの地点の波高を基に波高低下率を求めました。 
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天然の防波堤としてのサンゴの役割 

－沿岸災害リスク低下に向けた波高低下率の将来予測－ 

 

 

和歌山県立南紀熊野ジオパークセンター 

国立大学法人 和歌山大学 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 ネイチャ―ポジティブ技術実装研究センター 

 

【研究の社会的背景】 

現在、沿岸部ではコンクリート製のインフラとして防波堤や防潮堤が築かれ、沿岸災害

の低減に役立っています。しかし、世界各地において、気候変動等の影響によって台風時

の高波や高潮による沿岸災害が激甚化しています。そのため、コンクリート製インフラの

新規建設と更新、維持に必要なコストが増大しています。さらに、今後、海面上昇や台風

の強大化等によって、沿岸災害がさらに激甚化する恐れがあり、これらのコストの増加が

課題となっています。また、これらの建設によって、海岸が埋め立てられ、干潟や砂浜等

が消失して生物のすみかが失われてきています。 

 近年、気候変動や激甚化する自然災害など、社会を取り巻く様々な課題への対応が求め

られ、その手段の一つとして「グリーンインフラ」という考え方が注目されています。グ

リーンインフラとは、社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環

境が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取

り組みのことです[文献 1]。また、グリーンインフラの中でも生態系を活用して地域の防

災・減災機能の強化を進める取り組みや考え方は生態系活用型の防災・減災（Ecosystem-

based Disaster Risk Reduction：Eco-DRR）と呼ばれています。 

熱帯域から亜熱帯域に分布するサンゴ礁では、海面近くにサンゴが生息しているため

（図 1）、外洋からの高波を減衰させる天然の防波堤として知られており（図 2）、グリー

ンインフラとして再注目されています。120以上の国と地域にサンゴ礁があり、それらの

地域ではサンゴ礁によって 230,000 km以上の海岸線が守られ[文献 2]、1億人以上の人々

が沿岸災害のリスクから守られています[文献 3]。外洋から入ってくる波のエネルギ－

は、礁斜面[用語 1]から礁嶺[用語 2]にかけて、その大部分が減衰することが観測されて

おり（図 3）[文献 4]、波高低下率[用語 3]に換算すると 80%以上にもなることが明らかと

なっています[文献 5，6]。これまで、現在のサンゴ礁における波高低下率の報告はあるも

のの、複数のサンゴ礁やサンゴ礁が発達していない温帯域のサンゴ群集を対象に、将来の

海面上昇や台風の強大化の影響、さらにサンゴの成長の有無を考慮した具体的な数値によ

る将来予測はありませんでした。波高低下率の具体的な数値が明らかになると、コンクリ

ート製のインフラの新規建設の見直しや、建設コストや維持コストを抑えることにつなが
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ります。また、波高低下率が明らかになると、沿岸浸食や家屋の倒壊、電気や水道などの

ライフラインに関する災害リスクの具体的な予測につながります。 

 

 

図 1 海面付近に生息するサンゴ。サンゴは海面付近に生息するため、波を砕く役割を持

っています。 

 

 

図 2 天然の防波堤としての役割を持つサンゴ礁。海岸線から離れた沖合にサンゴが多く

生息しているため、外洋から伝わってきた波が砕かれ、海岸線付近での波高は小さくなり

ます。 

 



3 

 

 

図 3 サンゴ礁の地形の特徴。サンゴ礁は海から陸に向かって礁斜面と礁原が配列するこ

とが特徴です。礁斜面は外洋側に発達する急な斜面のことで、礁原は海面近くまで達した

平坦面のことです。礁嶺は礁原の海側にある高まりです。礁斜面から礁嶺にかけて水深が

急激に浅くなるため、波が砕けやすい。[文献 7]の図を引用・改変したものを使用してい

ます。 

 

 

【研究の成果】 

和歌山県立南紀熊野ジオパークセンター、和歌山大学、産業技術総合研究所、東京大学

からなる研究グループは、将来の海面上昇や台風の強大化の影響、さらにサンゴの成長の

有無を考慮した波高低下率の具体的な数値を明らかにする目的で、沖縄県と鹿児島県、和

歌山県に分布するサンゴ礁とサンゴ群集を対象に、地形計測および波浪シミュレーション

によって 2100 年までの将来予測を行いました。その結果、沖縄県と鹿児島県の現在のサ

ンゴ礁の波高低下率は 80％以上でしたが、これまで研究報告が無かった和歌山県串本町有

田のサンゴ群集の波高低下率は 70％以上であることが初めて明らかとなりました（図

4）。さらに、2100年までの将来予測を行ったところ、礁嶺が低潮位時に干出している 3地

点（沖縄県石垣島白保サンゴ礁、沖縄県久米島大原サンゴ礁、鹿児島県奄美大島土盛サン

ゴ礁）では、サンゴの成長が継続しても、停止しても波高低下率は 80％以上が維持されて

いました。一方、礁嶺の高さが低潮位時の海面とほぼ同じである沖縄県伊計島伊計サンゴ

礁とサンゴ礁が発達していない和歌山県串本町有田では、サンゴの成長が継続すると、停

止した場合と比較して波高低下率は有意に増加することが明らかとなりました。 

本研究のように波高低下率の将来予測を行った研究例はまだ少なく、今後、国内外のサ

ンゴ礁で同様の研究を進めていくためには、サンゴの種類や量のモニタリングに加えて、

「干出した礁嶺の有無を含めた詳細な地形データ」や「将来においてサンゴがどの程度成

長出来るスペースがあるのか」などを調査することが不可欠であることも明らかとなりま

した。 
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図 4 波高低下率のまとめ。礁嶺が低潮位時に干出している 3地点（石垣島白保サンゴ礁

と久米島大原サンゴ礁、奄美大島土盛サンゴ礁）では、将来の波高低下率は 80％以上であ

った。礁嶺の高さが低潮位時の海面とほぼ同じである沖縄県伊計島伊計サンゴ礁と、サン

ゴ礁が発達していない和歌山県串本町有田では、将来、サンゴの成長が継続していると波

高低下率を増加させることが、検定結果（有意水準 5％）から明らかとなりました。 

※原論文の図を引用・改変したものを使用しています。 

 

【研究の課題と今後の展望】 

 沿岸災害リスク低下に向けて、サンゴに注目して波高低下率の将来予測を進めていくた

めには、まだ多くの課題があります。具体的には、本研究では国内の限られた範囲について

の波高低下率の将来予測を行いましたが、本研究の手法は国内外のサンゴ礁およびサンゴ

が生息する地域に適用出来るため、今後は多くの地域で研究データを収集することが必要

です。また、本研究で実施した波浪シミュレーションには海底地形の断面測量データを用い

ましたが、実際の海底と海岸の地形は複雑な 3次元の形状をしているため、波の回折なども

考慮した 3次元の波浪シミュレーションを行っていくことが必要です。 

 サンゴを活用して沿岸災害リスクを低下させるためには、サンゴ礁生態系が健全である

ことが基本となりますが、海水温上昇によるサンゴの白化[用語 4]や海洋酸性化などの影響

でサンゴ礁における生物多様性は減少しています。そこで、国や地方公共団体、企業、個人

等によってサンゴを移植するサンゴ礁再生事業が行われています。サンゴ片の移植によっ

てサンゴ礁再生に係る費用は、コンクリート製インフラの建設費用のおよそ 10分の 1程度

と安価になることが報告されていますが[文献 3]、波高低下率に大きく寄与するサンゴの移

植方法や生存率などの知見はほとんどありません。そのため、国内外においてサンゴ礁再生

事業を策定する際には、沿岸災害リスク低下を考慮したサンゴ片の移植計画も検討するこ

とが必要と考えられます。 

 サンゴ礁は防災の点だけではなく、水産資源の提供や観光、祭事の場としても重要となっ

ています。サンゴ礁が持つ多様な価値を維持していくためには、自然環境の保全に取り組む

だけではなく、経済から社会、政治、技術など様々な側面から、サンゴ礁における生物多様
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性の減少を止め、プラスの状態にするためのネイチャーポジティブ[用語 5]の考え方が、今

後、ますます重要となります。そのため、最近注目されている陸域負荷の低減など[文献 8，

9，2025 年 3 月 7 日産総研プレス発表]、様々なステークホルダーの理解を得ながら具体的

な対策を行うことが求められます。 
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【用語解説】 

[1]礁斜面（しょうしゃめん） 

サンゴ礁は海から陸に向かって礁斜面と礁原が配列することが特徴で、礁斜面は外洋側に

発達する急な斜面のことです。また、礁原は海面近くまで達した平坦面のことです。 

 

[2]礁嶺（しょうれい） 

礁嶺は、礁原の海側にあり、ほぼ低潮位まで達する高まりです。これは、過去の海面上昇時

にサンゴが成長し、積み重なって、最初に海面に追いついて作られました。礁斜面から礁嶺

にかけて水深が急激に浅くなることで、外洋から伝わってくる波が砕けます。 

 

[3]波高低下率（はこうていかりつ） 

本研究では、外洋の波高と、海岸線から 50ｍの地点の波高を比較して波高低下率を求めま

した。例えば、外洋で波高 5mの波が、海岸線から 50ｍ地点で 1ｍに低下した場合、波高低

下率は 80％になります。なお、本研究の波高は有義波高を用いています。有義波高とは、

波高の高い方から順に全体の 3 分の 1 の個数の波を選び、これらの波高を平均したもので
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す。気象庁が天気予報や波浪図等で用いる波高は有義波高です。 

 

[4]サンゴの白化（はっか） 

サンゴの白化とは、サンゴの体内に生息している褐虫藻の数が著しく減少することや、褐虫

藻が保持している色素が減少することで、白色のサンゴの骨格が透けて見える状態です。高

水温や低水温、強光などによってサンゴがストレスに曝されると、白化が生じます。 

 

[5]ネイチャーポジティブ 

ネイチャーポジティブとは、自然と共生する社会の実現を目指して、人間活動による自然の

損失を食い止め、さらに自然をプラスの状態にしていくことを意味しています。その実現の

ためには、国や地方公共団体、NGO、個人等の様々なステークホルダーが経済から社会、政

治など様々な分野で連携しながら取り組むことが求められています。 
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